























































P 社は，２０X３年１２月３１日（決算日）に S 社の発行済株式の７０％を
１０，０００千円で一括取得し，S 社に対する支配を獲得した。同日における










①（借）土 地 ２，０００＊ （貸）評価差額 ２，０００
＊ 単位：千円（以下同様）
上記の連結仕訳をしたのち，親会社 P 社の S 社に対する投資（子会社
株式）と，これに対応する S 社の資本とを相殺消去し，消去差額が生じた
場合にはこれをのれんに計上するとともに，S 社の資本のうち P 社に帰
P 社貸借対照表 （単位：千円） S 社貸借対照表 （単位：千円）
諸 資 産





























②（借）資 本 金 ３，０００ （貸）子会社株式 １０，０００
資本剰余金 ３，０００ 少数株主持分 ３，６００＊２
利益剰余金 ４，０００
評 価 差 額 ２，０００








算日）における P 社および S 社の貸借対照表ならびに損益計算書はそれ
ぞれ下に示すとおりである。
P 社損益計算書 （単位：千円） S 社損益計算書 （単位：千円）
２０X３年１月１日から２０X４年１２月３１日 ２０X３年１月１日から２０X４年１２月３１日








営 業 収 益 ２０，５００
２０５，０００ ２０５，０００ ２０，５００ ２０，５００
成城・経済研究 第２０４号 （２０１４年３月）
― ―８０
P 社および S 社の利益剰余金の増加要因は当期純利益のみであり，当











①＊（借）土 地 ２，０００ （貸）評 価 差 額 ２，０００
②＊（借）資本金期首残高 ３，０００ （貸）子 会 社 株 式 １０，０００
資本剰余金期首残高 ３，０００ 少数株主持分期首残高 ３，６００
利益剰余金期首残高 ４，０００
評 価 差 額 ２，０００
の れ ん １，６００
４） 日本公認会計士協会が公表する各種の実務指針や日本の監査事務所の実務解
P 社貸借対照表 S 社貸借対照表




























































勘 定 科 目
個別財務諸表 修正仕訳 連結
財務諸表P 社 S 社 借方 貸方
（連 結 損 益 計 算 書）
営 業 収 益
そ の 他 の 営 業 費 用
の れ ん 償 却
少数株主損益調整前当期純利益












当 期 純 利 益 （１５，０００） （１，５００） ５３０ （１５，９７０）
（連結株主資本等変動計算書）
資 本 金 期 首 残 高 （３０，０００） （３，０００） ②＊ ３，０００ （３０，０００）
資 本 金 期 末 残 高 （３０，０００） （３，０００） ３，０００ （３０，０００）
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 （３０，０００） （３，０００） ３，０００ （３０，０００）
資 本 剰 余 金 期 末 残 高 （３０，０００） （３，０００） ３，０００ （３０，０００）
利 益 剰 余 金 期 首 残 高









利 益 剰 余 金 期 末 残 高 （５５，０００） （５，５００） ４，５３０ （５５，９７０）
少 数 株 主 持 分 期 首 残 高





少 数 株 主 持 分 期 末 残 高 ４，０５０ （４，０５０）
（連 結 貸 借 対 照 表）
諸 資 産
土 地













資 産 合 計 ２２０，０００ ２２，０００ ３，６００ １０，０８０ ２３５，５２０
諸 負 債
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
評 価 差 額



























勘 定 科 目
個別財務諸表 修正仕訳 連結
財務諸表P 社 S 社 借方 貸方
（連 結 損 益 計 算 書）
営 業 収 益
そ の 他 の 営 業 費 用









当 期 純 利 益 （１５，０００） （１，５００） ８０ （１６，４２０）
非支配株主に帰属する当期純利益 ③ ４５０ ４５０
親会社株主に帰属する当期純利益 （１５，９７０）
（連結株主資本等変動計算書）
資 本 金 期 首 残 高 （３０，０００） （３，０００） ②＊ ３，０００ （３０，０００）
資 本 金 期 末 残 高 （３０，０００） （３，０００） ３，０００ （３０，０００）
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 （３０，０００） （３，０００） ３，０００ （３０，０００）
資 本 剰 余 金 期 末 残 高 （３０，０００） （３，０００） ３，０００ （３０，０００）
利 益 剰 余 金 期 首 残 高












利 益 剰 余 金 期 末 残 高 （５５，０００） （５，５００） ４，５３０ （５５，９７０）






非 支 配 株 主 持 分 期 末 残 高 ４，０５０ （４，０５０）
（連 結 貸 借 対 照 表）
諸 資 産
土 地













資 産 合 計 ２２０，０００ ２２，０００ ３，６００ １０，０８０ ２３５，５２０
諸 負 債
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
評 価 差 額























































（借）諸資産 ２，１８０ （貸）子会社株式 ２，０００＊
子会社株式売却益 １８０
＊１０，０００×２０％












P 社損益計算書 （単位：千円） S 社損益計算書 （単位：千円）
２０X３年１月１日から２０X４年１２月３１日 ２０X３年１月１日から２０X４年１２月３１日













２０５，１８０ ２０５，１８０ ２０，５００ ２０，５００
P 社貸借対照表 S 社貸借対照表

























































勘 定 科 目
個別財務諸表 修正仕訳 連結
財務諸表P 社 S 社 借方 貸方
（連 結 損 益 計 算 書）
営 業 収 益
そ の 他 の 営 業 費 用
の れ ん 償 却
子 会 社 株 式 売 却 損 益
少数株主損益調整前当期純利益















当 期 純 利 益 （１５，１８０） （１，５００） ７２４ （１５，９５６）
（連結株主資本等変動計算書）
資 本 金 期 首 残 高 （３０，０００） （３，０００） ②＊ ３，０００ （３０，０００）
資 本 金 期 末 残 高 （３０，０００） （３，０００） ３，０００ （３０，０００）
資 本 剰 余 金 期 首 残 高 （３０，０００） （３，０００） ３，０００ （３０，０００）
資 本 剰 余 金 期 末 残 高 （３０，０００） （３，０００） ３，０００ （３０，０００）
利 益 剰 余 金 期 首 残 高









利 益 剰 余 金 期 末 残 高 （５５，１８０） （５，５００） ４，７２４ （５５，９５６）
少 数 株 主 持 分 期 首 残 高






少 数 株 主 持 分 期 末 残 高 ５，９４０ （５，９４０）
（連 結 貸 借 対 照 表）
諸 資 産
土 地















資 産 合 計 ２２０，１８０ ２２，０００ ５，６００ １０，０８０ ２３７，３９６
諸 負 債
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
評 価 差 額






























⑤（借）子会社株式 ２，０００ （貸）少数株主持分 １，８９０


































⑤＊（借）子会社株式 ２，０００ （貸）少数株主持分 １，８９０














勘 定 科 目
個別財務諸表 修正仕訳 連結
財務諸表P 社 S 社 借方 貸方
（連 結 損 益 計 算 書）
営 業 収 益
そ の 他 の 営 業 費 用
の れ ん 償 却












当 期 純 利 益 （１５，１８０） （１，５００） ２６０ （１６，４２０）
非支配株主に帰属する当期純利益 ③ ４５０ ４５０
親会社株主に帰属する当期純利益 （１５，９７０）
（連結株主資本等変動計算書）
資 本 金 期 首 残 高 （３０，０００） （３，０００） ②＊ ３，０００ （３０，０００）
資 本 金 期 末 残 高 （３０，０００） （３，０００） ３，０００ （３０，０００）
資 本 剰 余 金 期 首 残 高





資 本 剰 余 金 期 末 残 高 （３０，０００） （３，０００） ３，０１４ （２９，９８６）
利 益 剰 余 金 期 首 残 高












利 益 剰 余 金 期 末 残 高 （５５，１８０） （５，５００） ４，７１０ （５５，９７０）







非 支 配 株 主 持 分 期 末 残 高 ５，９４０ （５，９４０）
（連 結 貸 借 対 照 表）
諸 資 産
土 地















資 産 合 計 ２２０，１８０ ２２，０００ ５，６００ １０，３８４ ２３７，３９６
諸 負 債
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
評 価 差 額



























勘 定 科 目
個別財務諸表 修正仕訳 連結
財務諸表P 社 S 社 借方 貸方
（連 結 損 益 計 算 書）
営 業 収 益
そ の 他 の 営 業 費 用
の れ ん 償 却












当 期 純 利 益 （１５，１８０） （１，５００） ２６０ （１６，４２０）
非支配株主に帰属する当期純利益 ③ ４５０ ４５０
親会社株主に帰属する当期純利益 （１５，９７０）
（連結株主資本等変動計算書）
資 本 金 期 首 残 高 （３０，０００） （３，０００） ②＊ ３，０００ （３０，０００）
資 本 金 期 末 残 高 （３０，０００） （３，０００） ３，０００ （３０，０００）
資 本 剰 余 金 期 首 残 高





資 本 剰 余 金 期 末 残 高 （３０，０００） （３，０００） ３，０００ ２９０ （３０，２９０）
利 益 剰 余 金 期 首 残 高












利 益 剰 余 金 期 末 残 高 （５５，１８０） （５，５００） ４，７１０ （５５，９７０）







非 支 配 株 主 持 分 期 末 残 高 ５，９４０ （５，９４０）
（連 結 貸 借 対 照 表）
諸 資 産
土 地














資 産 合 計 ２２０，１８０ ２２，０００ ５，６００ １０，０８０ ２３７，７００
諸 負 債
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
評 価 差 額



































⑤＊＊（借）子会社株式 ２，０００ （貸）少数株主持分 １，８９０




































































FASB (1991), Discussion Memorandum, An Analysis of Issues Related to Consoli-
dation Policy and Procedures, FASB.
（付記） 本稿は平成２４年度および平成２５年度成城大学特別研究助成「国際会計
基準の受入によって生じている『会計基準の基礎概念』の変容に関する検
討」による研究成果の一部である。
子会社株式の一部売却の会計処理における論点
― ―９５
